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JｰPARC大強度陽子加速器施設
J PARC = Japan Proton Accelerator Research ComplexJ-PARC = Japan Proton Accelerator Research Complex

大強度陽子加速器施設（Ｊ－ＰＡＲＣ）は、世界最高レベルのビーム強度を有する複合陽子加速器
施設により多彩な二次粒子を用いた新しい研究手段を提供し、物質科学、生命科学、原子核・素粒

物質世界の基本法則を探求

素粒子・原子核物理学原子核・素粒子実験施設
（ハドロン実験施設）

施設により多彩な二次粒子を用いた新しい研究手段を提供し、物質科学、生命科学、原子核 素粒
子物理学など、基礎科学から産業応用までの幅広い研究開発を推進する。

物質世界の基本法則を探求
（ ド ン実験施設）

物質・生命科学実験施設
（中性子とミュオン）

＋ －電圧

＋

原子核標的
（水銀などの金属）

π中間子
ミュオン

ニュートリノ

Ｋ中間子

・ 質量の起源の謎の解明
・ 宇宙創生の起源の探究
・ 素粒子物理学の標準理論の見直し

と、より高次の理論への展開

ニュートリノ実験施設
（神岡検出器へ)

加速された陽子 反陽子

中性子

ニュートリノの謎の解明

・ 3世代あるニュートリノの質量と混合
の全貌の解明 など

生命科学の進展
→ 新薬の開発 → 難病克服へ

物質・生命科学研究

物質・材料科学の進展
→機能構造の解明→水素燃料電池開発

中性子は高感度での水素原子の観測が可能

 新薬の開発  難病克服へ→機能構造の解明→水素燃料電池開発

水素 酸素

神岡町 東海村タウニュートリノ ミューニュートリノ

(295km)

J-PARC
大強度陽子加速器

神岡町 東海村タウニュートリノ ミューニュートリノ

(295km)

J-PARC
大強度陽子加速器

電子ニュートリノ ミューニュートリノ神岡町 東海村タウニュートリノ ミューニュートリノ

(295km)

J-PARC
大強度陽子加速器

神岡町 東海村タウニュートリノ ミューニュートリノ

(295km)

J-PARC
大強度陽子加速器

電子ニュートリノ ミューニュートリノ
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水は排出される

ノーベル賞が期待
科学技術立国として世界最高施設を用いた人類への貢献

（岐阜県） （茨城県）（岐阜県） （茨城県）（岐阜県） （茨城県）（岐阜県） （茨城県）



中性子とミュオンの試験結果中性子と オンの試験結果

6月に中性子ビーム実験装置試験で世界最高 9月にミュオンビームの発生と

性能の空間分解能を確認

KEKでの装置に比べ１桁向上、世界最高の英国
ISIS(0.04%)を上回る結果

試験データ取得
KEK施設での強度の百倍を目標

ミュオンビームラインミュオンビ ムライン

１00

KEK中性子施設での
測定デ タ

ブラック反射の測定
１00

KEK中性子施設での
測定デ タ

ブラック反射の測定

中
性
子
強

１0

今回の測定データ
（分解能 0.037％）
(現時点で世界最高の

測定データ
（分解能0.3％）Si 単結晶

約0.005ナノメートル

中
性
子
強

１0

今回の測定データ
（分解能 0.037％）
(現時点で世界最高の

測定データ
（分解能0.3％）Si 単結晶

約0.005ナノメートル

ミュオンか

強
度

(現時点で世界最高の
分解能）

強
度

(現時点で世界最高の
分解能）

１Å＝10ナノメートル

ミュオンか
らの放出電
子の信号

１

格子間距離

１

格子間距離
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１Å 10ナノメ トル
電荷をもつ素粒子であるミュオンは、物質に
入射することで、物質のナノスケールでの電
磁気的性質を解明するための有効な手段



Ｊ－ＰＡＲＣの運営体制Ｊ ＰＡＲＣの運営体制

高エネルギー加速器研究機構 日本原子力研究開発機構
（KEK） （JAEA）

機構長
鈴木厚人

国際諮問委員会

理事長
岡﨑俊雄 国際諮問委員会メンバー

J-PARC運営会議

国際諮問委員会 委員長
John William White   （オーストラリア国立大学）

委 員
Jean-Michel Poutissou     （トライアムフ研究所）
田中 知 （東京大学大学院工学系研究科）

Ｊ-ＰＡＲＣセンター

（施設・研究所）

田中 知 （東京大学大学院 学系研究科）
Steve Vigdor （ブルックヘブン国立研究所）
Jia‘er Chen （北京大学）
Stephen D. Holmes (フェルミ国立加速器研究所）
Andrew Dawson Taylor （研究会議附属中央研究所審議会）

福山 秀敏 （東京理科大学）
Claude Petitjean （ポールシェラー研究所）

東
海
研
究
開
発

Ｊ-ＰＡＲＣセンター
センター長：永宮正治

デデ
ィ

加
速
器
研
究
施

・・・・・・

Claude Petitjean         （ポ ルシ ラ 研究所）
鈴木 洋一郎 （東京大学宇宙線研究所）
Bernard Frois            （フランス原子力庁）
Stuart Henderson        （オークリッジ国立研究所）
Eugene W. Beier           （ペンシルベニア大学）

発
セ
ン
タ
ー

ィ
ビ
ジ
ョ
ン

・・・

セセ

ィ
ビ
ジ
ョ
ン

JAEAではKEKでは

施
設

（研究開発拠点・部門）
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・・・ク
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JAEAでは、
１１研究開発拠点の一つとして

J-PARCセンターを設置
両機関の運営基本協定に基づく共同運営組織

KEKでは、
２研究所・２施設に加えて
J-PARC センターを設置



Ｊ－ＰＡＲＣの利用システムＪ ＰＡＲＣの利用システム

Ｊ－ＰＡＲＣセンターによる一体的課題審査体系

意見聴取
J-PARC運営会議

全ユーザー

申請公募・採択
結果通知

（運用の基本方針を決定）

第３者専有利用部分
課題審査委員会

結果の報告
例：茨城県

J PARCセンター長

利用者協議会
意見聴取

第3者－ＢＬ

諮問 答申

物構研所長

審査結果
の報告

MLF施設利用委員会

課題審査委員会

中性子利用
課題審査委

会 仮称

結果の通知

J-PARCセンター長

ＫＥＫの大学

ＫＥＫ－ＢＬ
ＪＡＥＡ－ＢＬ

原子力機構の

※ 原子核・素粒子実験施設はＪ－

物構研運営会議

員会（仮称）

ミュオン課題
審査部会

中性子課題
審査部会

ＫＥＫの大学
共同利用

Ｊ－ＰＡＲＣセンター運営部分

原子力機構の
施設共用

JAEA/KEKのミッション
としての利用

Ｊ－ＰＡＲＣセンター運営部分（共同）

中性子利用の区分

ＰＡＲＣセンター長からＫＥＫの審
査委員会に課題審査を依頼 装置の性能向上のた

めの研究開発に利用

Ｊ ＰＡＲＣセンタ 運営部分（共同）

① 一般利用 ②プロジェクト利用 ③ 装置Ｇｒ利用
原子力機構
及びKEKの
ビームライン
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専有利用部分(運営は設置者が行う）Ｊ－ＰＡＲＣセンターへの供出枠
第３者の

ビームライン



JｰPARCへの共用促進法の適用J PARCへの共用促進法の適用

次世代スーパーコンピューター
XFEL

SPring-8

SPring-8， XFEL

J-PARC

J-PARC中性子リニアック

原子核・素粒子実験施設

物質・生命化学実験施設

3GeVシンクロトロン

実験施設に適用

50GeVシンクロトロン

ニュートリノ実験施設

国による施設共用の管理
→ 課題選択の公平性の確保により、広い分野での利用を実現

運転経費 補助金化 り安定な施設 運営を実

共用促進法導入の意義
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→ 運転経費の補助金化により安定な施設の運営を実現

産業界を含む幅広い中性子利用研究の促進 → 新産業の創出



中性子実験装置の整備中性子実験装置の整備

• ２３本のビームラインに実験
装置が設置可能

核反応測定装置

（北大、ＪＳＴ）

装置が設置可能
• 装置提案を広く募集

• 内７本を平成２０年度に供用
開始

特性試験装置

（原子力機構）

基礎物理実験装置

（KEK)平成20年度
公募結果

J-PARC 43件
茨城県 55件

平均競争率1.5倍 （科研費）/（原子力機構）

共用ビ ムライン共用ビームライン

（平成21年度概算要求中）
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国際中核拠点としての JｰPARC国際中核拠点としての J PARC

物質・生命科学: 世界の3極の一つ. 特にアジアオセアニア圏の利用者
ハドロン物理: 世界ではユニークな Kaon Factoryハドロン物理: 世界ではユニ クな Kaon Factory
ニュートリノ物理: 世界をリードしつつ3極の一つ

G SI

ISIS
FNAL

J-PARC

G SI

SNS
CERN

SNS

ニュートリノのセンター ハドロン（Ｋ中間子）
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ハドロン（反陽子）中性子のセンター

ISIS：英国ラザフォード研究所の中性子源、SNS：米国オークリッジ国立研究所の中性子源
CERN：欧州合同原子核研究機構、FNAL：米国フェルミ国立研究所、GSI：ドイツ重イオン研究所



JｰPARCの目指す国際化

CERNのような受け入れ側の支援体制の充実

J PARCの目指す国際化

C のような受け入れ側の支援体制の充実

– 外国人グループが J-PARC で実験できる所内システムや環境の整備

(外国人がJ-PARCで働くことのできる環境作り)

算 厳 が

原科研などと協議

– 宿舎の整備

– 村の国際化

– ユーザーズオフィスの整備
整備に向けて進行中

予算的に厳しいが村とも相談

ザ ズオフィスの整備

外国人雇用の促進とキャリアパスとしての地位の向上

自由な雰囲気
成果創出と
優秀な研究自由な雰囲気

– 昼夜を問わず、自由に研究の出来る「場」の提供が必要

トップレベルの人を常に魅了する環境作り

優秀な研究
者の集積

その他の知恵

– 外国における Ｊ－ＰＡＲＣ セミナー。外国人学生の受け入れ。等々。
国際
広報
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第Ｉ期計画と第ＩＩ期計画第 期計画と第 期計画

平成１２年度事前評価の結果 平成１５年度中間評価の結果
最優先で建設すべき施設（第１期計画）

順次建設すべき施設 原子核・素粒子
実験施設

3  GeV シンクロトロン

原子核素粒子
実験施設

（ハドロン施設）

第 Ｉ 期計画 (最優先で建設すべき施設)

第 II 期計画 (順次建設すべき施設)

第 Ｉ 期計画の追加部分

平成１２年度事前評価の結果 平成１５年度中間評価の結果

リニアック性能回復(400MeV)

加速器駆動核変換
実験施設

(1 MW , 2 5 Hz)3GeV シンクロトロン原子力委員会等の国レベルの
評価を踏まえて計画を具体化
（本年9月より評価開始）

核変換実験施設

ミュオンのビーム
ライン増設

4 0 0 -6 0 0  MeV リニアック
(超伝導)

Ｒ＆Ｄ実験施設

物質・生命科
学実験施設

実験ホール
拡張リニアック

核変換実験施設
ライン増設

  リニアック  (常伝導)

ニュートリノ
(当初200MeV, その後400MeV) ニュートリノ実験施設

リニアック

中性子ビーム
ラインの高度化

スーパーカミオカンデへ

5 0  GeV シンクロトロン  (PS)
(0.75 MW)平成16年度より、第 Ｉ 期計画に追

加して着手
50GeV定常運転
（フライホイ ル）

平成20年度から４００MeV
リニアック建設開始。
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加して着手 （フライホイール）



中性子、ミュオン、ハドロンの第II期計画（KEK所掌）中性子、ミュオン、ハドロンの第II期計画（KEK所掌）

ハドロンの実験室拡張計画ミュオンのビームライン計画

II期計画 II期計画

11中性子ビームラインの高度化計画



核変換実験施設計画（第Ⅱ期）（JAEA所掌）核変換実験施設計画（第Ⅱ期）（JAEA所掌）

• 長寿命核種の核変換の研究開発を行う。

基礎デ タを幅広く蓄積し 実証段階に備える
目
的

• 超伝導加速器の増設、核変換物理実験施設、ADSターゲット試験施設で構成。

• 当初は、臨界／未臨界実験が可能な核変換物理実験施設から着手の予定。

• 基礎データを幅広く蓄積し、実証段階に備える。的

概
要

燃料装荷装置
核変換実験施設の概念臨界実験装置の概念

当初は、臨界／未臨界実験が可能な核変換物理実験施設から着手の予定。

核変換物理実験施設 ADSターゲット試験施設

可動遮へい体

目的： 低出力の臨界／未臨界実験で核変
換システムの物理的性質を探るととも
に、加速器駆動システム（ADS）の運
転制御経験を蓄積する

施設区分 ： 原子炉（臨界実験施設）
陽子 ﾞ ﾑ

目的： 200kWの陽子ビームで核破砕
ターゲットの技術開発と材料の
研究開発を行う

施設区分 ： 放射線発生装置
陽子 ﾞ ﾑ

陽子ビーム

炉心 陽子ﾋﾞｰﾑ ： 600MeV、10W
熱出力 ： 500W以下

陽子ﾋﾞｰﾑ ： 600MeV、200kW
ﾀｰｹﾞｯﾄ材料 ： 鉛･ﾋﾞｽﾏｽ

固定側集合体移動側集合体 制御・安全棒駆動機構

臨界実験装置核変換対象のマイナ アクチノイド（MA）を部分的に使用

12我が国の原子力政策における計画の位置づけについて、原子力委員会の分離変換技術検討会で評価を開始

臨界実験装置

Pb-Bi ターゲット陽子ﾋﾞｰﾑ

核変換対象のマイナーアクチノイド（MA）を部分的に使用
できる施設とし、ADSとFBRの双方の模擬実験を実施



ま と めま と め

1 ビ ム調整試験は順調に進んでいる1. ビーム調整試験は順調に進んでいる。

・ ３GeVシンクロトロンでは210kW-25Hzを70秒間達成。

中性子は12月に供用を開始・ 中性子は12月に供用を開始

2. 供用開始に備えて、実験装置及び利用システムの整備
とともに 運転維持費確保 の道筋を作り あるとともに、運転維持費確保への道筋を作りつつある。

・ 共用促進法の適用

3. 国際化への取組みを進めている。

・ 地元とも協力しながら、地道な努力が必要地元 協力し 、地道 努力 必要

4. II期計画の核変換実験施設

原子力委員会でのチェック＆レビュ 開始

13

・原子力委員会でのチェック＆レビュー開始




